
人権擁護委員の推薦

谷ヶ﨑　均氏	 （新任）	 任期：令和４年10月１日から令和７年９月30日まで

荻野　裕佳里氏	 （新任）	 任期：令和４年10月１日から令和７年９月30日まで

山本　美惠子氏	 （再任）	 任期：令和４年10月１日から令和７年９月30日まで

令和４年６月定例会
　６月定例会は、町長から 11 件の議案が上程され、審議の結果すべての議案が可決さ
れた。

６月６日から６月14日まで開催されました。

人　事

議　案
松伏町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例
主な質疑

主な質疑

主な質疑

松伏町役場本庁舎外壁改修工事請負契約の締結について

松伏町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例

問　この条例の改正は、現物給付の実施ということで理解している。対象年齢は。
答　�給付の対象年齢は、15歳に達する日以降の最初の３月31日までの間になる。
問　�現物給付になった後でも、償還払いの手続は可能か。
答　�現物給付開始後も、今までどおり償還払いが可能になる。

問　�今回実施する工事は耐用年数はどれくらいと考えているのか、また保証期間などはあるの
か伺う。

答　�塗装工事に関しては、耐用年数が大体15年程度とされており、一般論としては約10年サ
イクルでやり替えたほうがいいとされている。保証期間については、契約約款において、
瑕疵担保期間は公共建築工事の場合、2年間とされている。

問　ひとり親家庭等の医療費の支給の対象年齢、自己負担額について伺う。
答　�児童の対象年齢は18歳に達した日の属する年度の末日まで。自己負担額は町の状況とし

て、通院の場合は、１つの医療機関ごとに１人当たり同一の月について1,000円、入院の
場合は、１つの医療機関ごとに１人当たり１日につき1,200円となる。
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地方公共団体情報システムの標準化に向けての意見書（発議８号） ◎ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

教員不足解消のため、定数改善など抜本的な改善を求める意見書（発議９号） ● ○ ○ ● ○ ● ● ● ◎ ● ● ○ ○

食糧危機が迫る中、食糧自給率向上のための施策を直ちに行うことを求める
意見書（発議10号） ○ ● ● ● ◎ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ●

意見書の採決

（○＝賛成、●＝反対、◎＝提出者）（会派名）自＝自民クラブ、未＝未来クラブ、公＝公明党、共＝日本共産党、チ＝チェンジ松伏・無所属クラブ、無＝無所属町民会議

（6月定例会）

令和４年度松伏町一般会計補正予算 （第２号）
1億７,607万円の増額(年度総額93億6,179万円）

全国のコンビニ等でマイナンバーカードを利用して、住民票の写し・印鑑登録証明書・
課税証明書等の税の証明書が取得できる。住民サービスの向上、新型コロナの感染リ
スクの軽減となる。財源は、新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金を活用。

ワクチン接種委託料　8,464 万円　（今後、対象者の拡大や接種期間の延長の
可能性があるため、12 歳以上の人口 2 万 6,541 人への接種委託料など。）
健康被害調査委員会報償金　13 万円　（ワクチン接種により健康被害が生じ
たと本人などから申請があった場合に、医学的な見地から調査・資料収集・特
殊検査などの実施について、専門医師などから助言を受ける）

［事業対象］自主防災組織等　［採択団体］ゆめみ野第６自治会自主防災会
［補助対象］地域の防災活動に直接必要な設備等　［補助率］10 分の 10　

（一部省略）※意見書の要旨等については、町議会ホームページに掲載しています。

●コンビニ交付事業（住民票・印鑑証明等）	 1,343万円

●新型コロナウイルスワクチン接種関連事業	 1億5,231万円

●自主防災組織支援事業	 90万円

主な事業

意見書
可 決

国では2022年夏までに住民基本台帳や固定資産税など20業務について、システムの各仕様の
策定を行い、地方公共団体は令和５年から令和７年にかけてGov-Cloud（ガバメントクラウ
ド）の利用に向け、標準準拠システムに移行していく予定となっている。政府においては、シ
ステム導入に向けて、地方公共団体の状況を踏まえ下記の事項を実施するよう要望する。
（１） 令和７年度までとした移行の目標時期について、必要に応じて検討するとともに、移

行に伴う適切な財政支援と丁寧な情報提供を行う。
（２） 情報システムの総合的な支援を検討するとともに、市町村への助言や情報提供などを

行うよう指導する。

■地方公共団体情報システム標準化に向けての意見書

■教員不足解消のため、定数改善など抜本的な改善を求める意見書

■食料危機が迫る中、食料自給率向上のための施策を直ちに行うことを求める意見書 否 決

否 決
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